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令和２年度美濃加茂市教育委員会事務の

点検及び評価について

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定に基づき教育委員

会は、毎年、教育行政事務の管理及び執行状況について点検・評価を行い、その

結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表することが義務付

けられています。

 今回の点検・評価は、「美濃加茂市教育委員会点検評価実施要領」により、令

和２年度に実施した教育委員会（学校教育課、教育総務課の２課）の事務事業に

ついて実施をしました。

 点検した事務事業は、令和２年度美濃加茂市の教育の方針と重点に基づき実

施された主な事業であり、これらの事業について第一次評価を担当課で行い、こ

れを基に教育委員全員による個別評価、そして全体審議を経て、教育委員会とし

ての最終評価としています。

Aから Dまでの判定基準は、次のとおりです。
A：順調に達成しているもの
B：おおむね順調に達成しているもの
C：達成見込みであるが課題があるもの
D：順調でないもの

 対象とした３３事業の判定結果は、A判定が６件で１８．２％、B判定が１６
件で４８．５％、C判定が７件で２１．２％、D判定が４件で１２．１％でした。
令和２年度の事業については、新型コロナウイルス感染症の影響により中止

や縮小した事業がありました。

課題があると評価されたものにつきましては、その理由について考察し、改

善・達成に向けて、更なる努力を重ねていきたいと思います。

 今後も「自己にきびしく、人にやさしい、心身ともにたくましい子ども」を育

てるため、教育委員会は努力してまいりますので、皆様のご理解・ご協力をお願

い申し上げます。



令和２年度美濃加茂市教育委員会の方針と重点 

教育総務課（総務係、施設管理係） 

１ 活動方針 

○ 安全・安心で健康に過ごせる教育環境の整備 

○ 子育て環境の充実 

２ 重点施策 

 （１）GIGA スクール推進事業 

   ア 令和元年、２年度の継続事業。小中学校児童生徒１人１台パソコンを整備し、ICT

教育を充実させるための高速大容量情報ネットワークを校舎内に整備する。 

     伊深小、三和小を除く９校を整備 

（２）学校施設改修工事 

ア 小学校施設営繕工事 

・古井小他３校空調改修工事（古井・蜂屋・加茂野・山手） 

     ・太田小体育館ステージ幕及び暗幕改修工事 

     ・古井小他 1校防犯カメラ設置工事（古井・加茂野） 

     ・下米田小防水及び外壁改修工事 

     ・山之上小電話設備更新工事 

     ・蜂屋小体育館雨樋改修工事 

     ・太田小北側駐車場改修工事 他 

   イ 中学校施設営繕工事 

     ・西中空調改修工事 

     ・東中空調改修工事 

     ・東中北舎廊下改修工事 他 

 （３）学校施設の適正な維持管理 

   ア 学校現場からの営繕要望と教育委員会事務局から見た状況を鑑み、優先順位を

決定して計画的な工事を実施する。 

   イ 軽微な修繕には、学校長の裁量による迅速な対処を可能にするため、学校配当予

算の修繕費を増額した。 

 （４）小規模特認校制度の導入 

   ア 平成２９年度から伊深小と三和小に小規模特認校制度を導入。

   イ 保育園・幼稚園へ積極的にＰＲするとともに、説明会を開催。

   ウ 実績

     （伊深小学校）



年度 1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 合計 全児童
H29 1 1 59
H30 3 1 4 62
H31 2 3 1 1 7 66
R2 6 2 3 1 1 13 74

     （三和小学校）

年度 1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 合計 全児童
H29 1 1 23
H30 1 1 22
H31 3 1 4 21
R2 1 3 1 5 25

  （５）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の適正な運営 

     古井小学校区第２放課後児童クラブを平成２９年度から開設、また、山手児童ク

ラブも定員を３０人増加したが、４月１日現在、市全体で１３３人の待機児童がい

る。より内容を充実させたサービスが提供できるよう民間委託事業者と連携を密

にしていく。 

教育総務課（学校給食センター）

１ 活動方針 

○ 安全、安心な給食提供とともに信頼性のある供給を継続する。     

２ 重点施策 

（１） 機械設備の故障に起因する給食の停止を起こさない。 

ア 累計供給日数(率)＝１７８日／１７８日(予定日数)＝１００％  

 (センター業務の内部要因による、給食中止・遅配・欠品(誤配)をなくす。) 

イ コストを下げるため 使用電力量の削減し、 最大使用電力を３４１kw以下に

する。特に、盛夏の７月～８月の調理業務でのピークを抑える。 

（２） 食中毒に起因する給食の停止を起こさない。 

ア 病原性大腸菌（O-157、O-26）及びノロウイルス保菌検査の実施 

イ 定期的な食品検査の実施 

ウ 衛生管理チェック（日常点検）の実施。（毎月のふきとり検査の実施） 

エ 学校と連携を図りながら食育指導の実施 

  (３) 新型コロナウィルス予防対策を実施する。 

   ア マスクの着用 

   イ 手洗い・消毒 

   ウ 定期的な換気 

   エ 距離の確保 




